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第 １ ６ - ０ １ ２ 号 

     ２０１６年 ８月 ３日 

 平成２９年３月期 第１四半期決算について 

ＡＮＡホールディングスは、本日８月３日（水）、平成２９年３月期 第１四半期決算を取りまとめま

した。詳細は「平成２９年３月期 第１四半期決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成２９年３月期 第１四半期の連結経営成績・連結財政状態 
（１）概況 

・当第１四半期のわが国経済は、個人消費がおおむね横ばいとなる等、このところ弱さが見られます

が、設備投資には持ち直しの動きが見られる等、緩やかな回復基調が続きました。また、先行きに

ついては、海外景気の下振れや、英国のＥＵ離脱問題に伴う海外経済の不確実性の高まり等、景

気を下押しするリスクがあるものの、各種政策の効果もあり、緩やかに回復していくことが期待され

ています。 

・海外４都市に新規就航した前期に続き、当期も積極的な国際線ネットワークの拡充を進めています。

羽田では内際ネットワークの連携機能を、成田では国際ハブ空港としての国際線乗り継ぎ機能を

強化し、首都圏デュアルハブモデルの進化に取り組んでいます。 
・英国スカイトラックス社から４年連続で顧客満足度の最高評価「５スター」認定を受けた日本唯一の

エアラインとして、空港や機内等のサービス改善を推進し、お客様の利便性向上に努めました。 
・航空事業を中心に、熊本地震や欧州で発生したテロの影響を受けたことに加え、為替や原油市況

の影響、国際貨物事業における手数料精算方法の見直しや単価の下落等により、売上高は前年

同期を下回りました。燃油費も減少したものの、事業規模の拡大に連動する費用が増加したこと等

から、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益ともに減益となりました。 

これらの結果、当第１四半期の連結経営成績は売上高が４，０４４億円、営業利益は１４１億円、

経常利益は１０６億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は６６億円となりました。 
単位：億円（増減率を除き、単位未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成２９年３月期 
第１四半期 

平成２８年３月期 
第１四半期 増減 増減率(%) 

売 上 高 ４，０４４ ４，１３８ ▲９４     ▲２．３ 
営 業 費 用 ３，９０２ ３，９７１ ▲６８     ▲１．７ 
営 業 損 益 １４１ １６７ ▲２６  ▲１５．６   
営 業 外 損 益 ▲３４ ▲８ ▲２６ ―― 
経 常 損 益 １０６ １５９ ▲５２  ▲３３．２ 
特 別 損 益  １  ▲０ １ ―― 

親会社株主に帰属する 
四 半 期 純 損 益 ６６ ８３ ▲１７   ▲２０．７ 

   単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【セグメント情報】 
平成２９年３月期 

第１四半期 
平成２８年３月期 

第１四半期 増減 

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益 
航 空 事 業 ３，５０８ １２６ ３，５７１ １５２ ▲６３ ▲２６ 
航空関連事業 ６１３ ２４ ５７８ １９ ３５ ５ 
旅 行 事 業 ３４１ ６ ３６３ ５ ▲２１ ０ 
商 社 事 業 ３４４ １０ ３５２ １４ ▲７ ▲３ 
そ の 他 ８３ ４ ７９ ３ ３   ０ 
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（２）航空事業 
①国内線旅客 
・需要動向に応じて運賃を柔軟に設定し、需要の拡大に努めましたが、４月に発生した熊本地震の

影響等により、旅客数・収入ともに前年同期を下回りました。 
・サマーダイヤより羽田＝宮古線を新規開設したほか、関西＝宮古線を通年運航で再開する等、

ネットワークの充実化を進めお客様の利便性向上を図りました。また、予約状況に応じて従来より

もさらにきめ細かく機材の入れ替えを行う「ピタッとフリート」の運用を順次拡大し、需給適合に努

めました。 
・海外の旅行代理店で購入できる訪日旅客向け国内線運賃「ＡＮＡ Ｄｉｓｃｏｖｅｒ ＪＡＰＡＮ Ｆａｒｅ」の
認知度向上に努めたこと等により、前年同期を上回る訪日需要を取り込みました。 
・サービス面では、羽田空港国内線第２旅客ターミナルの出発カウンターをリニューアルし、お客様

がご利用になるカウンターを一目で確認できるようにする等、利便性の向上を図りました。 

結果として、国内線旅客収入は１８億円の減収（前年同期比１．２％減）となりました。 
（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国内線旅客】 平成２９年３月期 
第１四半期 

平成２８年３月期 
第１四半期 増減 増減率(%) 

旅客収入（億円） １，５０５ １，５２３   ▲１８  ▲１．２ 
旅客数（千人） ９，７８９ ９，９１１ ▲１２１ ▲１．２ 
座席キロ（百万座席キロ） １４，３９３ １４，４６４ ▲７１ ▲０．５ 
旅客キロ（百万人キロ） ８，７９２ ８，８５１ ▲５８ ▲０．７ 
利用率（％） ６１．１ ６１．２   ▲０．１ ――― 

 

 ②国際線旅客 
・欧州で発生したテロの影響により、日本発欧州線のプレジャー需要の不振が続きましたが、欧米

及びアジア路線におけるビジネス需要や、海外からの訪日需要が堅調に推移した結果、旅客数・

収入ともに前年同期を上回りました。 

・４月より成田＝武漢線を新規開設したほか、羽田＝ホノルル線や成田＝ムンバイ線の機材をボ

ーイング７８７型機に変更し、プロダクト品質を向上させるとともに、旺盛な需要の取り込みに努め

ました。 
・欧州線に加え、需給環境が悪化している中国線を対象として、訪日需要喚起のための海外発割

引運賃を設定し、プレジャー需要の取り込みを図りました。 
・サービス面では、６月より欧州、北米及びオセアニア路線のビジネスクラスにおいて、人気ブラン

ドである「ニールズヤードレメディーズ」のアメニティキットを航空会社として世界で初めて提供する

等、フルサービスキャリアとしての競争力向上に努めました。 

結果として、国際線旅客収入は３９億円の増収（前年同期比３．３％増）となりました。 
（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国際線旅客】 平成２９年３月期 
第１四半期 

平成２８年３月期 
第１四半期 増減 増減率(%) 

旅客収入（億円） １，２３３ １，１９３ ３９ ３．３ 
旅客数（千人） ２，１３１ １，９１０ ２２１ １１．６ 
座席キロ（百万座席キロ） １４，６１２ １２，６０１ ２，０１０ １６．０ 
旅客キロ（百万人キロ） １０，６６３ ９，１９４ １，４６８ １６．０ 
利用率（％） ７３．０ ７３．０ ０．０ ――― 
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③貨物 

・国内線貨物は、荷動きが堅調な宅配貨物を中心に取り込みを図りましたが、北海道発の生鮮貨

物の取扱が減少する等、航空貨物需要全体が低調に推移したことから、輸送重量・収入ともに前

年同期を下回りました。 
・国際線貨物は、日本発海外向け並びに海外発日本向けの貨物需要の伸びが限定的な中、アジ

ア・中国発北米向けやアジア域内の三国間輸送貨物等を取り込んだ結果、輸送重量は前年同期

を上回りましたが、円高基調の継続並びに中国発を中心とした需給環境の悪化に伴う単価の下

落や、代理店向け「国際貨物販売手数料」の精算方法の見直し等の影響により、収入は前年同期

を下回りました。 

結果として、国内線貨物収入は１億円の減収（前年同期比１．５％減）、国際線貨物収入は８３億

円の減収（前年同期比２９．１％減）となりました。 
   （増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【貨物】 平成２９年３月期 
第１四半期 

平成２８年３月期 
第１四半期 増減 増減率(%) 

国

内

線 

貨物収入（億円）      ７１      ７２ ▲１ ▲１．５ 
輸送重量（千トン）     １０３     １０４ ▲１  ▲１．３ 
有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ）     １０５     １０６ ▲０  ▲０．６ 

国

際

線 

貨物収入（億円）     ２０４     ２８８ ▲８３ ▲２９．１ 
輸送重量（千トン）     ２２１     １９１ ２９ １５．６ 
有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ） ９８０ ８２８ １５２ １８．４ 

 
④その他 
･マイレージ附帯収入やバニラ・エア㈱の収入、機内販売収入、整備受託収入等で構成される航空

事業におけるその他の収入は、４７２億円（前年同期比１．０％増）となりました。 
･バニラ・エア㈱では、９機目の機材を受領し、４月より国際線４路線目となる関西＝台北（桃園）線を

開設したほか、アジア・オセアニア地域のＬＣＣ７社と共同で、世界初のＬＣＣアライアンス「バリュー

アライアンス」を設立しました。当第１四半期における輸送実績は、旅客数は４４６千人（前年同期

比１３．７％増）、利用率は８３．１％（前年同期差０．７ポイント減）となりました。 
 
（３）航空関連事業・旅行事業・商社事業・その他 
・航空関連事業では、成田空港、羽田空港並びに中部空港における空港地上支援業務の受託増等

により、当第１四半期の売上高は６１３億円（前年同期比６．１％増）、営業利益は２４億円（前年同

期比２８．５％増）となりました。 

・旅行事業では、国内旅行は主力商品の「ＡＮＡスカイホリデー」で熊本地震の影響により九州方面

の取扱高が減少したこと等により、海外旅行は主力商品の「ＡＮＡハローツアー」で昨年度に発生し

たテロの影響によって欧州方面の取扱高が減少したこと等により、ともに売上高は前年同期を下回

りました。なお、訪日旅行については、競争激化の影響により、取扱高は前年同期を下回りました。

これらの結果、当第１四半期の売上高は３４１億円（前年同期比６．０％減）となりましたが、販売費

用の抑制等により、営業利益は６億円（前年同期比１１．４％増）となりました。 

・商社事業では、リテール部門や食品部門の売上が減少したこと等により、当第１四半期の売上高

は３４４億円（前年同期比２．２％減）、営業利益は１０億円（前年同期比２４．３％減）となりました。 

・その他では、不動産仲介事業が好調に推移したこと等により、当第１四半期の売上高は８３億円

（前年同期比４．７％増）、営業利益は４億円（前年同期比１７．８％増）となりました。 
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（４）連結財政状態 
   （自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオを除き単位未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２９年３月期 
第１四半期 平成２８年３月期 増減 

総資産（億円） ２２，２６９ ２２，２８８  ▲１８ 
自己資本（億円）  （注１） ７，６２５ ７，８９８   ▲２７３ 
自己資本比率（％） ３４．２ ３５．４  ▲１．２ 
有利子負債残高（億円） （注２） ７，４３６ ７，０３８ ３９７ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） １．０ ０．９ ０．１ 
注１：自己資本は純資産合計から非支配株主持分を控除しています。 
注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 
注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 

（５）連結キャッシュ・フロー 
単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２９年３月期 
第１四半期 

平成２８年３月期 
第１四半期 

営業活動によるキャッシュ・フロー ３９５ ７７６ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲３８８ ９０ 

財務活動によるキャッシュ・フロー １９４ ▲３９７ 

現金および現金同等物期末残高  ２，８５１ ２，５５９ 

減価償却費 ３４０ ３２６ 

２．平成２９年３月期の見通し 
・今後のわが国の経済は、各種政策の効果もあり、景気は緩やかに回復していくことが期待されて

います。一方で、当社グループを取り巻く環境は、海外景気の下振れ等、グローバルな各種リスク

に加え、国内外におけるさらなる競争激化も予想されます。 
・このような状況下、ＡＮＡグループでは、今年１月に策定した「２０１６～２０２０年度 ＡＮＡグループ

中期経営戦略」を確実に遂行し、「世界のリーディングエアライングループを目指す」という経営ビジ

ョンの実現に向けて取り組んでまいります。 
・収益基盤であるフルサービスキャリア事業においては、国内線では需給適合の強化により収益性

の堅持に努めつつ、国際線ではネットワークの強化により首都圏デュアルハブモデルをさらに進化

させるとともに、海外でのブランド力の向上と販売力の強化を図ります。また、貨物事業では収益性

の維持・向上に努めつつ、ＬＣＣ事業では積極的な拡大を図るほか、ノンエア事業の収益性を高め、

ボラティリティ耐性を備えた最適な事業ポートフォリオを構築してまいります。合わせて、コスト構造

改革に継続的に努めることにより、グループ経営基盤の強化と収益の最大化を目指します。 

以上により、今年４月２８日に発表いたしました平成２９年３月期の連結業績見通しの見直しは行

いません。 
単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【平成２９年３月期見通し（連結業績）】 予想 前期実績 
（平成２８年３月期） 

増減 

売 上 高 １８，１００  １７，９１１ １８９ 
営 業 利 益  １，４５０ １，３６４ ８６ 
経 常 利 益     １，３００      １，３０７ ▲７ 
親 会 社 株 主 に帰 属 する 
当 期 純 利 益     ８００      ７８１ １９ 

以上 


